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１．はじめに
日本のようないわゆる災害大国が被害を最小限
に抑えるためには，居住するまちの災害危険性を
知ることが重要である．そのためには，国土，地
域，都市，まちの状態等，災害に関する正しい知
識を住民が正しく理解することが重要となる．そ
のため，災害や犯罪などといった地域住民の生活
の質を低下させる安全上のリスクに対して，地域
社会（行政，地域住民等）が主体，そして一体と
なった適切な対策が必要とされている．
このような地域社会によって担われる地域のリ
スクを低減させるための対策が具体的かつ効率的
なものにするための一つの手段として，地域リス
クに影響を与える地域情報を各地域社会の主体が
共有し，活用することが想定される．そのため現
在，全国各地の自治体では先進的に防災マップ，
地域防災計画，ハザードマップ，災害時要援護者
制度など対策が行われている．
本研究は高齢者施設の立地特性を考慮した避難
支援の方法について検討を行った．近年，災害時
要援護者の被災が目立っており，その要因として
は避難に時間が要することが課題であり，避難の
ためには迅速・確実な情報伝達が必要である１）．
高齢者施設の立地における問題として，高齢者
施設を開設する場合，周辺環境や利便性，経済性
が重視されるが，一方，高齢者施設が立地する場
所として防災面を考慮されたものは少ない２）．ま
た概観する限り高齢者施設の立地場所について災
害面からその危険性を判定し，避難行動を示す研
究はない．本研究は高齢者施設を対象とし，水害
からみた施設危険性判定手法を立地場所・避難の
面から提案し，危険性判定を適用させ，それぞれ
の施設の特性にあわせた避難支援プランを作成す
るためのシステムを構築することを目的とする．
２．研究方法
GISを用いて高齢者施設の立地場所に関する
データベース化を行った．高齢者施設に関する
データは，主に福祉・保健・医療の情報を総合的
に提供している情報サイトであるWAMNETを
用い作成した．また，対象とする佐賀市の高齢者
施設の立地場所の特徴について国土数値情報，基
盤地図情報を用い，施設の設備等については施設
のホームページを参照した．
本研究では立地場所，避難場所，避難能力，設
備の充足性の４つの視点から，高齢者施設の災害
に対する危険性を分析し，それらを高齢者施設の
危険性判定として提案した．次に危険性判定を佐
賀市の高齢者施設に適用させ，各施設の災害にお
ける危険性を明らかにした．
なお本研究ではさらに高齢者施設の施設管理者
が水害に対する避難支援プランを作成するための
システムを，上記の水害危険性判定を用いて構築
し，佐賀市の高齢者施設に適用させ，施設の避難
支援プランの検討を行った．
３．高齢者施設の危険性判定の提案
３．１ 高齢者施設の危険性判定の定義
高齢者施設は，立地場所として，地価や環境な
どを重視することから災害の危険性が高い場所に
立地している可能性がある．避難行動として，高
齢者施設が危険である場合，施設からの避難が優
先され，避難場所における安全性を確保すること
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が必要となる．また，敷地内のより安全な場所や
屋上など，住宅とは違い耐震性に優れていること
より様々な避難場所を判定する必要がある．避難
能力では，高齢者施設の入居者は災害時要援護者
であり，一般高齢者に比べ移動特性が劣ることが
想定される．
近年，災害時要援護者の被災が目立つが，その
主たる原因は避難行動に時間が要することであり，
高齢者施設としての避難能力を判定する必要があ
る．施設の充足性では，既存研究より，災害時要
援護者には避難所生活時，特別な配慮が必要であ
る．よって，水害時，立地場所の安全性が高いこ
とが確認された施設が福祉避難所として活用でき
るかを判定する必要がある．
施設自身が水害に対する危険性を認識すること
で，効果的な防災対策が可能になると考える．４
つの視点からみた危険性判定を用いることにより，
災害時要援護者の被災の原因である避難の遅れに
おけるリスクを明らかにする．
４つの視点からみた危険性判定の具体的な項目
を以下に示す．
 立地場所の危険性：施設自身，敷地内の立地
場所の危険性を判定する．
 避難行動の危険性：指定避難所・一時避難
所・近隣までの避難行動の危険性を判定する．施
設自身の防災性能性を判定する．
 避難能力：災害時要援護者の自力避難能力を
判定する．施設の設備の安全性を判定する．
 福祉避難所としての施設の充足性：福祉避難
所としての項目を判定する．周辺の災害時要援護
者の需要を判定する．
３．２ 高齢者施設の水害における危険性判定
３．２．１ 立地危険性判定
高齢者施設が，水害からみてどのような立地場
所に立地しているか知るために，関係自治体で配
られているハザードマップを用い，高齢者施設自
身が危険箇所に含まれているか判定する．ハザー
ドマップは土砂災害危険箇所と浸水想定区域，内
水区域が記されており，水害の面の立地特性の危
険箇所を知るには有効である．本研究での危険箇
所は，床上浸水，土砂災害危険箇所，内水箇所で
ある．内閣府の『避難勧告等の判断・伝達マニュ
アル作成ガイドライン』３）を参照すると，浸水深
が５０を上回る（床上浸水）場所での避難行動は
危険であり，流速が早い場合は２０程度でも歩行
不可能である．
３．２．２ 施設内安全性判定
高齢者施設の敷地内により安全な場所があるか
ハザードマップを用い判定する．浸水の場合はあ
たり一面被害に遭うが，土砂災害はすべてでなく
一部の場合があるため，土砂災害の時を判定する
場合が多い．
３．３ 避難行動の危険性
３．３．１ 避難判定
周辺の一時避難所（広場・農地・公園など）ま
での避難経路の安全性をハザードマップで判定す
る．避難経路の作成の仕方は，土砂災害の場合，
土砂災害危険箇所を通過しないように作成し，床
上浸水・内水箇所の場合，現状より危険箇所を通
らないよう作成した．また，用水路等への転倒の
おそれのある場所があるため，できるだけ幅員が
広い経路かつ最短のルートを選択する（図‐１）．
３．３．２ 一時避難所の安全性判定
周辺の一時避難所（広場・農地・公園など）ま
での避難経路の安全性をハザードマップで判定す
る．避難経路の作成の仕方は，土砂災害の場合，
土砂災害危険箇所を通過しないように作成し，床
上浸水・内水箇所の場合，現状より危険箇所を通
らないよう作成した．また，用水路等への転倒の
おそれのある場所があるため，できるだけ幅員が
広い経路を作成する．
３．３．３ 近隣の防災性能判定
近隣の防災性能性が満たされている建物までの
避難経路の安全性をハザードマップで判定する．
避難行動は計画された避難場所等に避難すること
が必ずしも適切ではなく，事態の切迫した状況等
に応じて近隣の２階等に避難することを考慮しな
ければならない．よって，平屋でない近隣の建物
に避難することが可能であるかを判定する．
平屋でない近隣の建物までの避難経路の安全性
をハザードマップで判定する．避難経路の作成は，
土砂災害の場合，土砂災害危険箇所を通過しない
ように作成し，床上浸水・内水箇所の場合，現状
より危険箇所を通らないよう作成した．また，用
水路等への転倒のおそれのある場所があるため，
できるだけ幅員が広い経路を作成する．
３．３．４ 建物の防災性能判定
建物自身の耐震性・屋上があるか判定する．過
去の水害の被害で，屋上に避難し，助かったケー
スが多数存在する．つまり自然現象のため不測の
事態等も想定されることから，避難行動は計画さ
れた避難場所等に避難することが必ずしも適切で
はなく，事態の切迫した状況等に応じて自宅の２
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階等に避難することが必要となる．
３．４ 避難能力
３．４．１ 移動設備保有性判定
高齢者施設の車や高齢者施設の定員，職員の数
を調査する．入居者の人数により，車を往復する
必要か判定する．
３．４．２ 自力避難の可能性判定
施設内の人は自力で避難できるか判定する．グ
ループホームの入居者が非常時に自力で避難する
可能性は，２０％に満たない４）．また，特別養護老
人ホームを対象とした調査によると，特別養護老
人ホームの入所条件は，要介護１～５であるが，
実際には要介護度４もしくは５の重度の介護が必
要な人から優先的に入所している．要介護４は，
重度の介護を要する状態で，食事，排泄，衣類着
脱のいずれにも介護者の全面的な介助が必要な状
態である３）．よって，災害時に自力避難すること
は不可能であるため，福祉施設のサービスを受け
るために必要な条件に要介護度を基準として，高
齢者施設において自力避難の可能性について判定
した（表‐２）．
３．５ 福祉避難所としての施設の充足性
３．５．１ 周辺の災害時要援護者の需要判定
国勢調査にて高齢者施設を含む町丁目の高齢者
率により求めた．仮に施設が床上浸水，土砂災害
の両方で安全である場合，施設が福祉避難所とし
て機能する可能性がある．福祉避難所は独居老人
を主に対象としているため，施設の周辺の災害時
要援護者の重要を判定する必要がある．高齢者率
は６５歳以上と７５歳以上の割合を求め，その割合が
佐賀市の平均より高い場合，需要が特にあるとの
基準を設けた．
３．５．２ 施設充足性判定
福祉避難所として機能するための設備の項目で
ある．施設設備として，「バリアフリー」，「多目
的トイレの設置」「段差の少ない施設」「個室があ
る」「お風呂がある」などの項目である．また，
入居者と別に災害時要援護者が避難してくるため，
入居者と別に収容できるスペースができるかを判
定する必要がある．
また佐賀市における福祉避難所が指定される要
件を以下に示す．
・市や佐賀市社会福祉協議会の施設（福祉避難所）
・バリアフリー，多目的トイレの設置，段差の少
ない施設，個室がある，畳のスペースがある，お
風呂があるなど，満たされている施設
・収容施設・人数の面から指定されているため，
災害の面からは指定されていない．災害の種類に
よって開設される施設が決定する．
表‐１ 自立避難の可能性判定基準
施設の種類 サービスの対象 自力避難
介護老人福祉施設 要介護１から要介護５ ×
介護老人保健施設 要介護１から要介護５ ×
介護療養型医療施設 要介護１から要介護５ ×
地域密着型介護老人福
祉施設入居者生活介護
要介護１から要介護５ ×
認知症対応型共同生活
介護（グループホーム）
要介護１から要介護５ ×
有料老人ホーム
６５歳以上，または介護保険適用４０歳以上

ホームによって異なる
軽費老人ホーム ６０歳以上かつ自宅での生活が困難 
ケアハウス
６０歳以上かつ日常生活が自立している，ま
たは家族による援助を受けることが困難

養護老人ホーム
概ね６５歳以上の方で，日常生活は概ね自立
しているが，自宅生活が困難な方． 
生活保護世帯など
生活支援ハウス
６０歳以上の単身者，高齢者夫妻のみの世帯

自炊が可能な程度の健康状態にあること
家族による援助が困難
要支援・要介護の認定を受けていないこと
高齢者世話付住居
６０歳以上の単身者，高齢者夫婦のみの世帯，
または６０歳以上の高齢者のみからなる世帯

自炊が可能な程度の健康状態にあること
常に安否確認が必要なほど虚弱であること
住宅困窮程度が高く，家族による援助が困
難な方
宅老所・地域共生ス
テーション
高齢者が安心して快適な生活ができるよう
日常生活の介護，援助，各種相談及び助言
を行うとともに緊急時の対応を行います．
（介護認定を受けていない人）

図‐１ 浸水による危険性を考慮した避難経路の例
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４．１ 佐賀市の高齢者施設の分布図
図‐２は佐賀市の高齢者施設５２施設と，土砂災
害危険箇所と浸水区域と内水区域である．図によ
ると，佐賀市の高齢者施設は様々な場所に立地し
ていることがわかる．この５２施設について上記の
危険性判定を適用した．
４．２ 佐賀市の高齢者施設における危険性判定の
適用の結果
佐賀市の高齢者施設５２施設に危険性判定１０項目
を適用した（図‐３）．その結果，「立地危険性判
定」では，土砂災害の危険性がある割合は７．７％，
床上浸水の危険性がある割合は５７．７％，浸水，土
砂災害両方の面で安全である施設の割合は，
３４．６％である．高齢者施設は水害において，危険
性が高い場所に立地している施設が多い．
「施設内安全性判定」では，土砂災害の危険性
が高い施設は，敷地内により安全な場所が存在す
る確率は７５％であり，床上浸水・内水の場合，被
害は一面に広がるため，佐賀市の床上浸水・内水
の危険性がある全ての施設は危険性が高い．
「避難行動の危険性」において土砂災害の危険
性が高い施設は，７５％の施設が作成可能であり，
浸水の危険性がある施設は全て作成可能である．
「建物の防災性能判定」において，土砂災害の危
険性が高い施設は，２階建て以上である施設は
７５％，浸水の危険性が高い施設では，７０％である．
２０１０年の奄美大島水害において被災施設は１階建
てであった．高齢者が建物を上下に移動すること
は場合によっては困難であるが，避難時に２階以
上の施設は安全性が高い．
避難能力において「施設設備安全性判定」では，
土砂災害の危険性が高い施設は入居者８０～９０人が
最も多く，浸水の危険性がある施設も入居者８０～
９０人がもっとも多い．これら８０～９０人の入居者を
１度に避難させることは不可能である．また「自
力避難の可能性判定」では土砂災害の危険性があ
る施設はすべて可能性がなく，浸水の危険性が高
い施設は５７％可能性がないことがわかった．自力
避難の可能性が低い施設は避難支援が必要であり，
避難に時間が要する．
「福祉避難所としての施設の充足性」において，
水害において危険性のない施設は福祉避難所とい
て活用される可能性がある．「周辺の災害時要援
護者の需要判定」で，水害の危険性のない施設で
は５６％の施設に需要が見込まれる．「施設充分性
判定」では，６７％の施設が充分である．
５．高齢者施設管理者の避難プラン作成の
ための支援システム
５．１ 避難プラン作成支援システムとは
高齢者施設の危険性判定１０項目を組み合わせ，
高齢者施設の避難支援プランを作成する．避難支
援プランとは，『誰が，誰を，どのように避難支
援する』という具体的な計画のことであり，それ
ぞれの高齢者施設の避難支援プランを作成する．
避難支援システムの使用者は施設管理者，避難
図‐３ 佐賀市における高齢者施設の危険性判定結果
図‐２ 佐賀市の高齢者施設と水害リスクの位置関係
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支援者を想定している．事前に高齢者施設の危険
性，避難行動を知ることにより，施設管理者が誘
導しやすく，救助に行く人々は優先的に救助に行
くことができる．入居者は自力での避難は厳しい
ことから，共助型の避難支援システムである．
高齢者施設においては減災対策が重要であり，
入居者の安全な避難を事前に計画し，職員の中で
具体的な避難行動計画を共有しておくことを徹底
しておく必要がある．また，適宜避難訓練の実践
も必要である．これらの対策を立てるためには，
それぞれの施設においてまず避難支援プランを策
定することが不可欠であり，施設管理者が自ら避
難支援プランを作成することを支援するシステム
を提供することができれば，避難支援プランの作
成が各施設で普及することにつながる．
５．２ 避難支援システムの提案
危険性判定の評価指標をもとに避難プラン作成
支援システムを作成する．土砂災害の場合と浸水
の場合で避難行動が異なるためシステムも異なる
ため，土砂災害の場合と浸水の場合で避難支援シ
ステムを提案する．
土砂災害の場合は土砂災害危険箇所を通過しな
いことと，土砂災害により施設が潰れてしまう可
能性があるため，できるだけ早く避難することを
心がける．
浸水の場合，避難場所等に避難する事が必ずし
も適切ではなく，事態の切迫した状況等に応じて
施設自身や近隣の２階等に避難することもある．
また高齢者施設は，入居者が多く，自力避難が困
難な場合が多いため，避難を優先するより，施設
内での行動を優先する（図‐４）．
よって，高齢者施設の立地場所の危険性が高い
ことがわかるとまず，土砂災害の場合は避難経路
を作成するが，浸水の場合は，施設に２階がある
かどうかを判定する箇所が異なる．
５．２．１ 土砂災害に対応したシステム
土砂災害に対する「立地危険性判定」を行い危
険である場合，避難を優先するため，「自力避難
の可能性判定」を行う．次に「避難判定」を行い
安全である場合，「移動設備保有性判定」を行う．
「避難判定」で危険性が高い場合，「施設内安全
性判定」，「一時避難所安全性判定」，「近隣の防災
性能判定」を行った結果，各高齢者施設に適した
避難支援プランが導出される．「施設の防災性能
判定」から危険であると判定された施設はもっと
も危険であり，避難支援者は優先的に救助に向か
う避難支援プランになる．「立地危険性判定」で
安全である場合は，「施設充足性判定」を行い基
準が満たされている場合，周辺の災害時要援護者
の需要判定を行う（図‐５）．
５．２．２ 浸水被害に対応したシステム
浸水被害に対する「立地危険性判定」を行い，
危険と判定された場合，「施設の防災性能判定」
を行い，「自力避難可能性判定」を行う．平屋の
施設の場合，「避難判定」を行い安全である場合，
「移動設備保有性判定」を行う．「避難判定」で
危険である場合，「一時避難所の安全性判定」，「近
隣の防災性能判定」を行う．「一時避難所の安全
性判定」と「近隣の防災性能判定」で危険である
と判定された場合，最も危険性の高い施設と判定
され，避難支援者は優先的に救助に行く必要があ
図‐４ 避難プラン作成支援システムの全体フロー
図‐５ 避難プラン作成支援システム（土砂災害）
図‐６ 避難プラン作成支援システム（浸水被害）
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る．また，「立地危険性判定」で安全な場合は，
土砂災害の場合と同様，「施設充足性判定」を行
い満たされている場合，「周辺の災害時要援護者
の需要判定」を行う（図‐６）．
５．３ 佐賀市における高齢者施設の避難プラン
佐賀市の高齢者施設５２施設に避難支援システム
を適用した．その結果８タイプの避難支援プラン
に分類される（表‐２）．
土砂災害の場合の避難行動は指定避難所または
敷地内の安全な場所に避難する避難支援プランに
なり，避難能力は全て自力避難ができない施設で
ある場合は避難支援者と避難するという避難支援
プランとなる．避難支援者と避難するためには，
避難支援者と事前に連携を図っておく必要があり，
避難支援プランをもとに施設独自の避難行動計画
において連携を位置付けることが効果的である．
床上浸水の場合の避難行動は施設が平屋でない
場合は２階に避難し，平屋の場合は指定避難所に
避難する避難支援プランである．避難能力は自力
避難が可能な場合は施設による自助的避難となり，
不可能な場合は避難支援者と避難するという避難
プランとなる．
浸水，土砂災害両方で安全な施設は，福祉避難
所となるか，安全性の高い高齢者施設という結果
になる．水害被害想定上，危険箇所にあるが，佐
賀市の福祉避難所に設定されている施設が多数存
在する．このシステムから立地場所と施設の充足
性の両方から福祉避難所として活用される可能性
のある高齢者施設が明らかになった．
避難支援システムの使用者は施設関係者と避難
支援者である．避難支援者は施設と連携を結ぶこ
とにより，施設側からの情報取得を可能にする．
７．まとめと今後の課題
高齢者施設における立地状況を考慮した水害か
らの危険性判定を行い，高齢者施設の施設管理者
がどのような行動を取ればよいかを示した『避難
支援プラン』を作成するためのシステムを示した．
高齢者施設の立地特性と施設管理者の防災意識
が低いことから，災害時の危険性を立地場所から
避難計画まで，体系的にあらわすことが重要であ
ることが明確となった．また佐賀市のケースでは，
土砂災害・浸水のリスクの高い場所に立地してい
る施設が多いが，作成した自助・共助型避難プラ
ンにより，安全に避難誘導できる可能性が高いこ
とを確認した．
今後の課題として施設管理者が自ら避難プラン
を作成し，さらに避難訓練の実践を通して避難プ
ランの実施上の問題点を見出すことが必要である．
補注
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表‐２ 佐賀市における避難支援プラン作成支援システムの
適用結果
避難支援プラン
割合（％） 自助・
共助土砂災害 浸水
避難支援者と車で往復し指定避難所へ避難する １３．６ ４．２ 共助
避難支援者と安全な敷地内に避難する ４．５ ０ 共助
避難支援者と施設の２階に避難する ０ ２７．１ 共助
施設のみ，車で往復し指定避難所に避難する ０ ２．１ 自助
施設のみ車で指定避難所に避難する ０ １２．５ 自助
施設のみ，施設の２階以上に避難する ０ １４．６ 自助
福祉避難所 ５９．１ ２７．１ 自助
安全性の高い高齢者施設 ２２．７ １０．４ 自助
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